
移行経済諸国は､ 経済発展を促進するために

民間企業を育成する努力を続けている｡ そのた

めには､ 近代的な企業制度を確立し､ また民間

企業が自由に活動できるようにすることが急務

である｡ このことは移行経済でしばしば大きな

プレゼンスをもつ国有企業の改革にも繋がり､

そしてまた国内企業のみならず外国企業にとっ

ても不可欠である｡ こうした改革によって､ 技

術移転が進み､ また市場経済化が一層進むであ

ろう｡ 事実､ これまでの様々な経済改革の結果､

民間企業の重要性は急速に高まっている｡

社会主義体制国の市場経済化が進むにつれて､

市場経済の実効を上げるためには競争秩序の整

備が不可欠となり､ 公正な競争秩序と競争政策

の重要性と必要性が当該国で認識されている｡

例えば､ 政府当局者は､ 市場経済化の進展と競

争法・政策の整備が ｢双子｣ であることを認識

している｡ 中国とベトナムも例外ではなく､

｢社会主義市場経済｣ 体制の下で､ 経済関連の

法制とともに､ 競争政策の執行のために競争法

の起草に着手している｡ しかし､ 現段階では両

国ともにその成案が出ておらず､ 近いうちに議

会に上程され成立することが期待されている｡

また､ 従来､ 市場競争は存在せず､ したがっ

て公正で自由な競争という概念のないところで

は､ 例え法律があっても実効性のある執行が行

われることを必ずしも意味しない｡ したがって､

法の執行と遵守が適正に行われなければならな

いし､ また政府､ 企業､ 国民のあらゆるレベル

でその基礎にある ｢競争カルチャー｣ が定着す

るよう努力しなければならない｡

かくして､ 移行経済において､ 市場経済化と

技術移転を円滑に進めるためには､ 競争政策の

有効な執行が不可欠である｡ そこで､ 本稿では､

中国とベトナムの両国で見られる産業組織に言

及しながら､ 競争政策の執行と競争法の起草段

階の内容を検討してみよう｡

� 経済発展と改革

中国は､ 改革開放政策以来､ 市場経済化を推

し進め､ 特に����年の憲法改正において社会主

義計画経済から社会主義市場経済への転換 (第

��条) を明確にした｡ その結果､ 市場経済化に

よって経済発展し､ 今日では世界の経済強国の

仲間入りを果し､ ますますそのプレゼンスを大

きくしている｡ 特に���加盟以降､ その経済

力の拡大は加速している｡

こうした発展は､ ｢社会主義市場経済体制｣に

依拠している｡ 社会主義市場経済体制は所有制

などの点を除いて､ 基本的には資本主義経済体

制と共通している｡ なぜなら､ 以下のような内

容が規定されているからである (小林 [�			]､

��頁)｡ すなわち､

① 一切の経済活動が競争的な市場関係の中で

行われ､ その結果資源の最適配分が行われ

る､

② 市場経済活動に参加するすべての経済主体

は､ 一律平等に､ ｢公平で統一的な市場競

争のルール｣ に従う､

③ 経済主体は政府から独立した存在である､
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④ 市場経済は法制経済であり､ 経済活動､ 経

済運営および経済管理はすべて法律に基づ

いて行われる､ など｡

こうした方針の下で､ 過去��年強にわたり経

済改革が実施されてきた｡
１)
その結果､ ������

[����]､ 王 [����] によれば､ ３つの大きな変

化が見られた｡ すなわち､

① 市場メカニズムが多くの部門で実施されて

きた｡

② 国有部門のウエイトが減少し､ 異なる所有

形態の企業の共存が見られる｡ 表１によれ

ば､ 国有部門は､ 工業生産では�		�年の


��％から�			年の���
％に､ そしてまた

小売り段階の売上高では�		�年の�	�
％か

ら�			年の����％に､ それぞれ大幅にその

比重を落としている｡ その減少分だけ､ 逆

に民間部門のシェアが増加している｡

③ 意志決定における政府の漸進的な分権化に

伴って､ 国有企業が事業で自立権をもつよ

うになった｡

経済改革の結果､ 中国は著しい経済成長を実

現してきた｡ その成長は､ 特に製造業において､

投資の拡大のみならず､ 労働生産性の急速な成

長や､ 低い価格と品質向上によって刺激された

輸出と国内需要によっても誘引されたものであ

ろう (また､ ������������	
������������

��参照)｡ そのときの牽引者は､ 上記の通り､

製造業の生産の��％以上を占める私有企業と外

資系企業 (多国籍企業) である｡ 例えば､ 海外

からの投資は品質の改善をもたらし､ このこと

がさらに多国籍企業の参入と生産拡大を誘引し

ている｡

こうした改革に伴う市場構造の変化が注目さ

れる｡ 家電､ 自動車､ 化学､ 機械組立など､ 一部

の産業では､ 寡占的市場構造が形成された｡
２)

他方､ 公益事業分野では自然独占が支配的であ

る｡ しかし､ 以下で触れるように､ こうした産

業組織の変化についてまだ十分な研究は見られ

ないことが指摘されている｡

� 市場経済化と競争制限問題

－行政的独占､ 経済的独占－

改革の実施が始まった以降､ 競争法が整備さ

れないままに､ 改革が進められたために､ �	��

年代では､ 市場競争ルールの無視が頻発し､ 	�

年代までこの問題が深刻となった｡ 競争制限な

いし市場支配力は､ 大きく２つの形､ すなわち

｢行政的独占｣ (����������������������) と

｢経済的独占｣ (����������������) の形で

発生している (������[����])｡

まず､ 行政による競争制限があげられる｡ す

なわち､ 行政当局が行政権限を濫用して部門間

および地域間の取引を阻害していることが依然

として多く､ このことが市場経済の大きな障害

となっている｡ これは ｢行政的独占｣ とよばれ

ている｡

行政的独占は３つの形態を含む｡ 第１は ｢部

門独占｣ (������������������) と呼ばれ､ 当

該部門に対する規制の役割を担う､ 行政的機能

とビジネス機能を統合する大企業グループ､ あ

るいは政府機関と直接繋がり優先的待遇を受け

る企業をいう｡ 非鉄金属､ エレクトロニクス､

造船､ タバコ､ 貨物輸送､ ラジオ､ ＴＶ､ 新聞

などで見られる｡ 第２は ｢地域独占｣ (���

 ���������������) とよばれ､ 行政地域によっ

て設けられた取引障壁によって保護されている

企業である｡ この地域保護主義は当該地域への

参入､ 他地域への移出 (進出) を妨げている｡
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最後の行政独占は､ 自然独占として保護された

公益事業である｡

以上のような行政的独占は独占的ないし優越

的地位を有し､ 不当に高い価格設定､ 強制的購

入､ 抱き合わせ販売､ 価格差別､ ボイコット､

価格協定などを引き起こしているといわれる

(������[����]､ 王 [�����､ �] など)｡

第２の独占は経済的独占とよばれ､ 市場経済

の下で形成されたものを言う｡ これに該当する

産業のウエイトは先の行政的独占に比べれば小

さいものの､ 中国が競争を促進・保護する制度

をもたないために､ 企業が共同して価格設定､

生産量の制限､ ライバルの排除､ 市場の分割な

どを実施している｡ 今日､ 合併あるいは企業集

団の形成などを通して集中的な市場構造が形成

されている産業が見られるが､ そうした産業で

は競争制限の可能性が生まれている｡

かくして､ 計画経済体制から転換するにつれ

て､ 伝統的な計画経済体制が産業組織に与えた

マイナス面の影響を依然として残しながら､ そ

の一方で､ 市場経済化が進行するにつれて､ 不

公正な取引の増加､ 市場支配力の拡大などの､

産業組織上の新たな問題が発生した (謝・土井

[	

�]､ ��
)｡ したがって､ 市場経済体制に

適応した産業組織システムを構築することが不

可欠である｡ そのシステムの１つが競争秩序を

形成する政策 (競争政策) およびそれを支える

競争法であるが､ 競争法は十分に整備されるこ

とはなかった｡

� 競争法の整備

上で指摘したように､ 改革開放政策が実施さ

れて以降､ ｢市場競争ルール｣ の無視が頻発し

た｡ こうした問題に対応するために､ 競争法の

整備とその確かな執行が必要である｡ ��年代か

ら､ 競争秩序の形成の必要性が強く認識され､

法的整備に向けて努力が始められた｡ 	
��年に

反独占法起草グループが設立され､ その結果が

	
��年に提出された ｢独占禁止及び不正当競争

防止暫定条例草案｣ である｡ その後､ 	

�年に

｢反不正当競争防止法｣ が制定された｡

起草作業段階では､ 競争制限の取り扱いを巡っ

て３つのプランが議論された｡ すなわち､ ①競

争制限の規制を含まず､ 不公正競争のみを規制

する｡ 前者は将来制定される ｢反独占法｣ によっ

て規制される､ ②不公正競争の規制のみならず､

独占を含めてすべての競争制限行為の全面的な

規制を含める｡ したがって将来反独占法を別個

に制定する必要はない､ ③第２のプランをベー

スにしながら､ 当時の緊要な問題を解決するた

めに､ 一般的な意味で不公正競争と思われる競

争制限行為の一部について規制を行い､ そして

その他の競争制限行為は将来反独占法の下で規

制される｡ 制定された反不正当競争防止法は第

３のプランを選んだ｡ 反独占法は時期尚早とし

て認められなかった｡

かくして､ それは､ 起草初期の段階では､ 競

争制限・独占禁止と不正競争防止の両方を含む

内容をもっていたが､ 最終的には主に後者を含

むものとなった｡ それは､ 	

�年９月２日の第

８期全国人民代表大会常務委員会で承認され､

同年	�月１日に発効した｡

なお､ 	
��年	�月に､ 中国は､ 当時のスロー

ガン､ ｢独占と不公正競争の根絶｣ を具体化し

た ｢社会主義的競争の発展と保護に関する暫定

規定｣ を制定している｡ これが競争に関連する

最初の法律であると言われる (����[	

�]､

���)｡

中国は ｢反独占法｣ (新星 [����]､ �	�) を

もっていないけれども､ 他の法律や規制におい

て反独占の規定をもっている｡ その競争関連法

が､ 上で触れた反不正当競争防止法と､ 	

�年

�月から施行された ｢価格法｣ である｡ それぞ

れ､ 簡単に展望してみよう｡

なお､ 現在､ 体系的な競争法 (｢反独占法｣

と呼ばれている) を起草中であると言われてい
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る｡

� 反不正当競争防止法

反不正当競争防止法は５章��条からなり､ そ

の執行機関は国務院の下にある国家工商行政管

理局であり､ 特に公平交易局 (����年に設置)

が競争政策を担当している｡ この法律は以下の

��類型の不正当 (����	
) 競争行為を禁止して

いる｡ すなわち､ ①不正商品 (第５条)､ ②公

益事業者による取引の強要 (第６条)､ ③行政

権の濫用による競争の制限 (第７条)､ ④賄賂

(第８条)､ ⑤虚偽広告 (第９条)､ ⑥第三者の

企業秘密の侵害 (第��条)､ ⑦不当廉売 (第��

条)､ ⑧抱き合わせ販売､ 拘束条件付き販売

(第��条)､ ⑨不当な景品 (第��条)､ ⑩競争者

の信用の誹謗 (第��条)､ ⑪入札談合 (第�条)｡

日本の法制との比較で見れば､ 最初は日本の不

正競争防止法に該当し､ そして残りは独占禁止

法の ｢不公正取引方法｣ に該当するものである｡

かくして､ 上でも示唆されているように､ こ

の法律は､ 競争法の核心をなす独占的行為､ カ

ルテル､ 企業結合を規制する規定を基本的に欠

き､ 不公正競争に規制の重点を置いている｡ た

だし､ 第６条は独占的行為の規制に該当し､ ま

た第��条もカルテル規制に属するものと考えら

れるから､ 独占的行為とカルテルに関する規定

が全く欠けているわけではない｡ 企業結合規制

については一切の規定がない｡ したがって､

｢競争法としての主要な規制を欠き､ 競争法と

してはきわめて不備なものである｣ (本城

[����]､ ����) と評価されている｡ これが最大

の特徴であろう｡

第２の特徴は多くの異なる内容を含むことで

ある｡ 具体的には､ 第５条､ 第８条､ 第��条､

第��条などは競争法以外の法律で規制されるべ

きものを含んでいる｡ また､ 他の国に比べて簡

単すぎるものになっている｡

最後に､ この法律は第６条, ７条で ｢行政的

独占｣ に対する規定を含んでいる｡
３)
このこと

は､ 行政的独占が深刻な問題であることを反映

しているのかもしれない｡

� 価格法

もう１つの法律､ ｢価格法｣ を見てみよう｡

それは､ ｢価格行為を規範し､ 価格による合理

的な資源配分の機能を活かし､ 市場価格の全体

的なレベルの安定を図り､ 消費者および事業者

の合法的な権益を保護し､ 社会主義的な市場経

済の健全な発展を促進する｣ (第１条) ことを

目的としている｡ この法律は､ 第��条で以下の

行為を禁止している｡ すなわち､ ①カルテル行

為､ ②競争者の排除あるいは市場独占を意図し

た不当廉売 (コスト以下の価格で販売)､ ③情

報操作による値上げ､ ④虚偽または誤解させる

価格表示､ ⑤価格差別｡ その執行機関は国家発

展計画委員会である｡

この法律は､ 反不正当競争防止法で十分にカ

バーされていないカルテル (特に価格カルテル)

を明示的に取り扱ったものである｡ なお､ 民法

総則 (����年) は ｢悪意の共謀｣ を禁止してい

るが､ カルテルもその中でカバーされることが

指摘されている｡ したがって､ 中国のカルテル

規制は､ 法制面では､ それに上記２つの法律を

加えた３つの法律によって行われていると言え

る｡

� 法の執行

法の執行状況を見ると､ 反不正当競争防止法

の下では､ 処理件数は増加傾向を辿っている｡

����の資料によれば､ やや古いが､ 違反事

件は､ ���年で����件､ ����年で������件､

����年で������件､ となっている｡
４)
そのかな

りの部分 (半分以上) は第５条の不正商品 (他

人の登録商標の盗用､ 周知の製品特有の名称・

包装・装飾の無断使用､ 商号の無断使用､ 製品

の品質の虚偽表示など) に該当するものである｡

これらは､ 基本的には競争以前の企業倫理の問

題であろう｡

むしろ､ 上で指摘したように､ 独占的行為､

カルテル､ 企業結合に関する規制が全くないか､
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ほとんどないに等しいことに留意しなければな

らない｡ 現実には､ 例えば､ あらゆる種類のカ

ルテルが見られたことが指摘されている｡ 具体

的には､ 価格カルテル (����年､ コピー)､ 生

産制限カルテル (����年､ 煉瓦)､ ライバルを

ボイコットするための協定 (����年､ エアコン)､

市場分割カルテル (動物用飼料)､ などがあげ

られている｡
５)
これは反不正当競争防止法の不

備を反映したものであり､ それを補整するため

に､ ����年に価格法が制定された｡

しかし､ それでもなおカルテル規制の執行は

有効に実施されなかった｡ なぜなら､ カルテル

行為の大半が見つけだし証明するのが困難であ

る口頭による協定であるからである｡ また､ カ

ルテルの多くが価格規制機関 (行政機関) の守

備範囲に属する価格協定であり､ そのために十

分に行為を審査・追及することが困難であるか

らである｡ 前者は審査能力の問題であり､ そし

て後者は企業と行政機関との関係であり､ ある

意味では移行経済に見られる固有の問題である

かもしれない｡ いずれにしろ､ 価格法の執行状

況が注目されるが､ 残念ながら資料の公表は行

われていない｡

また､ 企業結合規制に関しては､ むしろ合併

が積極的に行われている｡ それには競争政策上

の問題が含まれているかもしれない｡ しかし､

合併についての支配的な意見は､ 合併は現在の

ところ制限されるべきではない､ というもので

ある｡ この意見は政府と企業の両方から支持さ

れている｡ 事実､ ����年から企業合併・統合促

進策が取られている｡ その論拠は以下の通りで

ある｡

まず第１に､ 中国企業の規模は最適規模にな

いほど小さく､ 競争力が損なわれている､ と考

えられている｡ 合併・統合は企業規模の拡大と

それによる競争力強化に有用である｡

第２に､ 合併・統合は分野間､ 地域間の独占

(｢業種独占｣､ ｢地域独占｣) を打ち破るのに有

用である｡ なぜなら､ 政府が企業の業務に深く

関与してきたが､ 改革の開始以降その状況は改

善されたとは言え､ 多くの分野でまだ残ってい

る｡ 合併・統合は地域を越えることによって､

旧体制を変えるのに有効である｡

最後に､ 経済のグローバル化に伴って､ 中国

企業は外国企業との競争に直面する｡ 規模の小

さい企業では国際競争に対応できない｡

こうした考えの下で､ 企業結合規制が設定さ

れていない｡ これはわが国のかつての ｢産業政

策｣ に近似している｡ しかし､ 近年では､ 合併

が中国産業に望ましくない効果をもつ可能性を

懸念する者も現れていると言われる｡ 合併の反

競争効果の可能性は１つに中国産業の市場集中

度の上昇と関連しているかもしれない｡ その意

味で､ 例えば集中度調査が必要であろう｡ 利用

可能な資料によれば､ 中国の産業集中度は意外

にも高い｡

しかしながら､ 現行法の下で､ 国家工商行政

管理局は����年からより積極的に競争制限に対

応している｡ それは表２からうかがうことがで

きる｡ その表は､ ｢独占産業｣ 事件と行政的独

占事件に関するそれぞれの件数の推移を示して

いる｡ 独占産業事件はユーザーに購入を強制す

る独占的地位の濫用であり､ 行政的独占事件は

上で指摘した通りである｡ 当局の摘発した件数

はともに����年より急増している｡ ����－����

年の３年間の合計件数は､ 独占産業事件では

���	－����年の７年間総件数の��％､ �
��	件､

そして行政的独占事件では��％､ ���件に達し

ている｡ こうした動向は､ ��加盟申請と関

アジア移行経済の競争政策
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表� 中国の競争制限事件の推移－����～����年－

出所 ����､ ����､ 『独占禁止法と競争政策コースカン
トリーレポート』 (�����氏作成)

年 独占産業事件 行政的独占事件

���	 		 ��

�� ��� ��

�� �� ��

�� ��� ��

�� ��� ��

���� ��	 	�

�� �
��� ���

計 �
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連があるかもしれない｡

� 今後の課題

｢第十次５カ年計画｣ (����－����年) が

����年の全国人民代表大会で議論された｡ それ

は､ 以前の計画とは異なり､ 中国の新たな方向

を示唆している｡ ｢第九次５カ年計画｣ (����－

����年) は､ 経済成長率などのマクロ経済指標

のみならず､ 鉄鋼､ 自動車などの主要産業毎の

生産目標と産業再編の方向を具体的に設定して

いたが､ 第十次計画はそうした個別の産業政策

をほとんど含んでいない (『日経産業新聞』

����年３月��日)｡ この変化は､ �	
加盟に

伴う競争激化に対応するために､ 従来の ｢計画｣

よりも ｢競争メカニズム｣ の有効性を認識して

いることを反映している｡

しかし､ 競争秩序の強化をいっそう図るため

には､ いくつかの課題が残されている｡ まず何

よりも､ 体系的な競争法の制定と執行であろう｡

反不正当競争防止法は､ 独占､ カルテル､ 企業

結合に関する規定を含まず､ 不備が指摘されて

いる｡ ����年から､ 体系的な ｢反独占法｣ (競

争法) が第７期全国人民代表大会常務委員会に

よって立法計画のなかにリストされてきた｡ そ

の立法計画によると､ 反独占法は起草委員会に

よって準備され起草されることが規定されてい

る｡ 起草委員会の主な業務は､ これまで資料作

成､ 市場調査､ 大企業訪問などであった｡ まも

なく最終起草案が公表されることが言われてい

るが､ その時期は不確定である｡

今､ ����年に作成された ｢反独占法｣ の草案

(� [����]) を見ると､ それは全８章��条から

構成されている｡ すなわち､ 第１章 総則､ 第

２章 市場支配的地位の濫用､ 第３章 独占的

協定､ 第４章 企業結合規制､ 第５章 行政的

独占､ 第６章 独占禁止機関､ 第７章 法律上

の責任､ 第８章 附則 (適用除外の規定)｡ こ

の草案は､ 社会的市場経済政策に基づくドイツ

の競争法をモデルとしていると考えられている

(� [����]､ 訳者まえがき､ ���)｡

これは､ 反不正当競争防止法でカバーされて

いない問題､ すなわち独占的行為､ カルテル､

企業結合に関する規定を含んでいる｡ また､ 行

政的独占の規定 (第５章) が含まれていること

も注目される｡ 他方､ ｢なお多くの重要な問題

が要綱には残されている｣ (王 [����]､ ����)

という指摘がある｡ 例えば､ 市場支配的地位の

濫用の規定 (第８条) と企業結合規制の規定

(第��条) との間に非整合性があり､ また､ 競

争政策当局 (独占禁止機関) は行政機関の濫用

行為について決定を行う権限を有していない｡

さらに､ このように起草計画が進んでいるに

もかかわらず､ 競争法の正式の制定・導入のス

ケジュールが明確ではない｡ それは２つの異

なる意見を反映していると言われる (������

[����]､ ����)｡ １つは､ 中国は場経済の初期

の段階で十分に発展していないので､ 制定は時

期早尚であるという考えである｡ もう１つは､

典型的な経済的独占や多数の競争制限行為はま

だ見られず､ そしてむしろ､ 政府は経済的提携

や企業集団の形成を促進し､ 規模の経済の実現､

効率と品質の改善､ 国際競争力強化を図るべき

であるが､ その制定はこの目標の実現と相容れ

ないという認識である｡ しかし､ 上で指摘した

証拠は､ むしろ競争法の制定とその有効な執行

が必要であることを示唆している｡

第２に､ 現在､ 例えば反不正当競争防止法は

上で指摘したように国家工商行政管理局によっ

て執行されているが､ 今後は法律と競争政策の

独立性を確保するためには､ 独立的な競争政策

当局が不可欠であろう｡ 特に､ 政府機関が行政

権限を濫用して反競争的行為につながることが

多いが､ それを是正するためにも執行機関の独

立性が強く求められる｡

第３に､ 政府と企業との分離 (｢政企分開｣

(王 [�����])) が求められる｡ 政府行政機関

が行政権をもつ企業を設立し (権力による商業

行為｡ 部門独占)､ そうした企業が自由で公正

な競争を歪める可能性がある｡ そうした事態を

回避するためには､ 分離が不可欠である｡
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また､ 国営企業の取り扱いが問題であろう｡

しかも､ 国有企業が ｢支配的地位｣ を有したま

まで存続するならば､ 競争制限の余地が残され

ている｡ 一般的に､ 移行経済では､ 国有企業が

支配的地位を持ち続ける可能性 (｢支配的企業｣)

がある｡ その結果､ 市場経済の下でも､ 国有企

業がその支配的地位を濫用して競争制限を図る

可能性が考えられる｡ その支配的地位を是正す

る対策､ 例えば分割民営化などが求められるで

あろう｡ 少なくとも､ 国有企業と民間企業のイ

コール・フッティングが制度的に確保されなけ

ればならない｡ したがって､ この独占的市場構

造の問題は移行経済に共通する課題である｡

第４に､ 規制が原則のみからなり､ 具体的な

規定がないために､ 十分な執行が行われないこ

とがある｡ 今後一層の努力が必要であろう｡

第５に､ 以上と重複するところがあるが､

｢法的ルール重視｣ の意識を高める努力が必要

である｡ 上でも指摘したように､ 従来､ 公正で

自由な競争という概念が希薄なところでは､ 例

えそれに関連した法律が存在したとしても､

｢法律が紙上に書かれ成文化されていることは､

その法律が法規範として機能すること｣ (武藤

[����]､ �����) を必ずしも意味しない｡ した

がって､ 法の遵守がより徹底されなければなら

ない｡ あわせて､ 自由で公正な競争を尊重する

｢競争カルチャー｣ が定着するよう努力も不可

欠である｡

最後に､ ��	
�[����] や��
�[����] も

強調するように､ 多くの産業について市場構造､

市場行動 (企業行動)､ 市場成果を詳細に実証

分析する必要がある｡ 中国の経済改革について

は多数の議論が展開されているが､ そうした制

度改革が個々の産業の ｢産業組織｣ にどのよう

なインパクトを与えているかを明らかにしなけ

ればならない｡ そうした包括的な研究は競争政

策の基礎を形成するのみならず､ その研究結果

を公表することによって競争政策の重要性を

｢教育｣ することにも資するであろう｡ したがっ

て､ 産業組織論の適用が試みられなければなら

ない｡ しかし残念ながら､ そうした実証分析は

きわめて少ないのが実状である｡ ここに､ わが

国を含む先進諸国が寄与するところがある｡ 例

えば､ 公正取引委員会は､ 法制の整備のみなら

ず､ 移行経済諸国の産業組織に関する実証分析

にも協力することができるであろう｡ 移行経済

の産業組織に関する実証研究に対する協力は､

ある意味もう１つの ｢技術移転｣ であろう｡

ベトナムは､ ｢社会主義的方向に沿う国家の

管理の下で､ 市場メカニズムに従って機能する

�多部門・商品型経済�����������������

�����	�����
��) を発展させるために､ 一

貫した長期的政策を求める｡ それは �社会主義

志向的市場経済�である｣ (����
	� [����])

と指摘している｡ こうした経済体制を実現する

ために､ 改革が実施されてきた｡ それを概観し

よう｡
６)

� 経済の改革と発展

ベトナムの経済改革は����年の ｢ドイモイ

( �!�) 政策｣ (��
"	��
) に始まり､

����年より一層促進された｡ 特に����年の憲法

制定によって市場経済の導入が公認され､ また

外国投資法の改正などに伴って､ 外国投資企業

の参入が急増し､ 市場経済化が著しく進展した｡

その結果､ 経済は����年までの����年代では急

速な経済成長を実現した｡ したがって､ その成

果はドイモイ政策の成功を反映している｡ しか

し､ それ以降､ # $成長率は急速に低下した｡

その原因は､ ����－��年のアジアの金融危機､

そしてまた海外直接投資の減少などがあげられ

る｡ 海外直接投資の減少は一部アジア金融危機

と関連しているが､ そればかりではなく､ ベト

ナムでの事業コスト (電気､ 通信､ 土地､ オフィ

ス､ 輸送､ 各種税金など) が他の国に比べて決

して安くはなく､ そしてまた法律の未整備のた

めに進出企業が不安を抱いたことが指摘されて

アジア移行経済の競争政策
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いる (武藤 [����]､ �����)｡ 企業活動の低迷の

大きな源泉が国内要因にもあることに留意する

必要がある｡

しかし､ �	
成長率 (実質) は����年から

上昇傾向に転じており､ ��[����] によれば､

引き続き上昇するものと予想されている｡ 今日

のベトナムは､ 再び着実な成長経路に乗るかど

うかという意味で､ 移行経済の過程で重大な岐

路に立っていると言っても過言ではない｡ 活発

な経済活動を支える市場経済化をより確実なも

のとする制度改革が不可欠であろう｡ 最近でも､

この問題を懸念することが見られる｡ ベトナム

政府は､ 唐突に����年に二輪車の部品輸入割当

規制を実施し､ その規制は日系企業の生産ライ

ンの停止に追い込むことが懸念された (『日経

産業新聞』 ����年９月��日)｡ しかも､ そうし

た規制も交渉によって自由裁量的に変更される

ことがあり､ 政策の透明性､ 安定性が著しく弱

い｡ 企業に ｢何が起こるかわからない｣ と思わ

せるような政策は避けなければならない｡

� 主要な特徴

こうした歩みのなかで見られる､ いくつかの

特徴､ 特に市場経済化に関わる主要な特徴に注

目しよう｡ まず所有形態別のシェアを表３に従っ

て見ると､ ①�	
から見た､ 経済全体の非国

有部門の比率は����年では��％であり､ そして

国家部門は残りの��％である､ ②製造業 (建設

業を含む) では､ 非国有部門の比率はやや下がっ

て��％で､ 他方国有部門は��％のシェアをもつ､

③サービス分野では､ 非国有部門は��％である｡

また､ ������[����] はいくつかの点を指摘し

ている｡ すなわち､ ④民間の海外投資企業がそ

のプレゼンスを着実に拡大しつつあり､ ����年

では製造業の産出量の約５分の１を占めている､

⑤民間の中小企業の比率が高く､ そして製造業

の中小企業は輸出志向である､
７)
⑥ベトナムの

経済発展の特徴の１つは貿易の拡大である｡ そ

の中で､ 国有部門が輸出 (原油を除く) の��％

を占めている｡ しかし､ 外資系企業のシェアが

拡大している､ ⑦国内の民間企業は､ 国有企業

や外資系企業に比べて労働集約的である｡

さらに､ 最近の動きを追加しよう｡
８)
����年

の工業生産の成長率を見ると､ 国有部門は����

％､ 非国有部門は����％､ 海外投資部門は����

％であり､ 民間部門が急速に伸びている｡ また､

輸出を見ると､ 国有部門のシェアは��％強にま

で低下している｡ とは言え､ 電力､ 石炭､ セメ

ント､ 鉄鋼､ 石油､ 郵便通信､ 航空､ 海運､ 繊

維・衣料､ タバコ､ 製紙､ ゴム､ コーヒー､ 化

学､ 造船､ 食品などでは､ ��の国営総公司

(�����������������������) が依然として支
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表３ ベトナム���の所有形態別シェアの推移－����～����年－

(単位：％)

出所 ����������������	�
�������������	���������
��������� ��!��"����#������

注 � 国有＋非国有＝���％｡ なお､ ����年の数字は推定｡

� 全部門の国有における括弧内は､ 行政､ 国防､ 強制的社会保障を除く｡

� 工業建設業とサービスに示されている数字は､ それぞれの全部門に占めるシェア｡

���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

全部門 ����� ����� ����� ����� ����� ����� �����

国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

(����) (����) (����) (����) (����) (����) (����)

非国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

工業建設 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ��

非国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ��

サービス ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ��

非国有 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ��



配している｡ こうした国営企業は､ 産業組織論

の用語を使えば ｢支配的企業｣ (��������

��	�) に他ならない｡ こうした企業の取り扱

いは､ 上記の通り中国とも共通する重要な産業

組織問題の１つである｡

かくして､ 非国有部門ないし民間部門のプレ

ゼンスは拡大し続けている｡ この事実はベトナ

ムの今後の経済発展において重要である｡ 民間

部門の発展が経済全体の発展に大きな影響をも

つからである｡ 事実､ 中国では､ 民間企業を経

済発展の重要な要素として認識され､ 民間企業

の参入・成長を促す政策が実施され､ 
���年代

の民間企業の著増に繋がった (
��
年の
�万社

から最近では
�万社に)｡ すると､ 民間部門の

一層の発展には､ 民間企業が自由に活動するこ

とができる環境をつくる必要がある｡ 国内外を

問わず､ 民間企業が障害なく参入し､ 成長する

ことができなければならない｡ ベトナムの民間

部門は､ 中国を含めて東アジアの他の国に比べ

て多くの制約を受けている｡

今､ ベトナムが抱えている課題を整理してみ

よう｡ 第１に､ ベトナムでは､ 依然として行政

による参入障壁があり､ 市場経済化の妨げになっ

ている｡ こうした問題に対処するために､ ����

年には新企業法と改正外国投資法を制定した｡

これらはビジネス・ライセンス取得要件を緩和

して､ 民間企業の設立を容易にすることを狙っ

たものである｡ その結果､ ����年１月から���


年８月までに､ 約������社の中小企業が登録し

たと推定されている｡ それは以前に比べて��％

増である｡

また､ 自由な活動を保障する法的ルールの未

整備も､ 上で指摘したように､ 大きな参入・成

長障壁となっている｡ さらに､ 法的には国有企

業と民間企業とは同じ扱いを受けることになっ

ているが､ 国有企業､ 民営化企業､ 純粋民間企

業の間では実質的には執行上異なる扱いが見ら

れ､ 民間企業は相対的に不利な立場にあること

が指摘される｡ この差別的取り扱いは､ ベトナ

ム経済の大きな問題点の１つであると言っても

よい｡

第２に､ 民間企業が自由で活発な活動ができ

るためには､ 上記以外でも様々な参入障壁､ 成

長障壁が取り除かなければならない｡ その１つ

として､ 資金調達が十分に可能である制度が不

可欠であろう｡ 例えば､ 最近では､ 資本へのア

クセスが容易ではないことが事業の構築に大き

な障害となっているために､ 商業銀行の貸し出

し金利を自由化する方向にある (���������

���	
�����
����������)｡

第３に､ 上記の数字が示唆するように､ 国有

企業が依然として存在し､ 経済を支配している｡

国有企業は民間企業に比べて大きな優位をもち､

このことが企業環境を歪めている｡ この問題に

対処するために､ ���
年３月に､ 国有企業の改

革３ケ年計画が明らかにされている｡ それは多

数の中小規模の国有企業の資本化､ 精算､ 合併

を促進するものである｡ 現在､ 国有企業の再編

成を実施している｡ また､ 十分な競争がないた

めに､ 国有企業の効率は低い｡

併せて注目しなければならないことは､ 民営

化された戦略的に重要な大企業でも､ 国家の株

式保有が大きいことである｡ この所有形態下で

は､ 国家は民営化企業に大きな影響力をもつで

あろう｡ 換言すれば､ 民間企業としての活動は

歪められる恐れがある｡ したがって､ 以下の議

論からやがてわかるように､ 移行経済における

民営化と競争政策との関係は１つの重要な課題

である｡ 事実､ 両者の関係が補完なのか代替な

のかをめぐって､ しばしば議論が展開されてい

る｡

かくして､ 国家は､ 依然として市場経済にお

ける規制者と企業所有者という二重の役割をも

つ｡ ここに､ 市場経済化の過程でいろいろな困

難が含まれる可能性がある｡

第４に､ 支配的地位の濫用と不公正な競争慣

行 (差別化､ 虚偽広告など) が見られることが

指摘されている｡ そうした行動を規制する法律

の不備が大きな原因となっている｡

最後に､ 輸入障壁がなお高く､ 海外の企業に

アジア移行経済の競争政策

－ －�



とって開かれた市場となっていない｡ 民間企業

が自由に活動できるビジネス環境を構築するた

めに､ 貿易開放政策に着手し､ 例えば����年５

月に､ 国有企業に支配されている部門で多くの

輸入数量制限の除去を進める ｢５ケ年輸出入計

画｣ を明らかにしている｡

かくして､ 今日､ ベトナムの市場経済化で求

められている課題は､ 上記の通り､ ①国家の依

然として大きな役割の削減､ ②民間部門の銀行

へのアクセスの確保､ ③国有企業､ 民営化企業

の改革の加速化､ ④不明確な法的､ 行政的フレー

ムワーク､ および不十分な政府当局のガバナン

スの改善､ などを指摘することができる｡ 特に

最後の課題のうち､ 競争法の整備と競争政策の

執行が重要な課題の１つである｡

経済改革にともなって市場経済化は進展した

が､ しかし民間企業の自由で公正な競争を十分

に展開する段階に至っていない｡ 政府の ｢��ケ

年社会経済発展戦略｣ が強調するように､ 民間

部門の拡大と自由で競争的な経済秩序は経済発

展に不可欠である｡ なぜなら､ それは企業に参

入し成長する機会を与え､ そして競争圧力の強

化の結果として国有企業を含めて全ての企業に

効率促進・革新の機会を与えるからである｡ 具

体的には､ 政府の規制・介入を緩和し､ 国営企

業を完全に民営化するか､ あるいは少なくとも

民間企業と国有企業とのイコール・フッティン

グ (｢実質的な｣ 機会均等) を確保し､ 国内市

場を開放・自由化し､ そして自由で公正な競争

を確保することが必要であろう｡

以上のような改革について､ 厳しい評価も見

られる｡ 例えば､ �����	[����] は､ ｢市場メ

カニズムは､ ベトナムが社会主義路線で進むた

めの手段として見なされ､ 市場モデルでもなく

中央計画モデルでもない､ 定義のし難いものが

創り出されている｡ それは市場経済への移行経

済ではない｣ (
���) と結論している｡ ベトナ

ムは､ 今､ 新たな経済体制モデルの１つとして

捉えられるのか､ それとも､ 上で示唆している

ように､ 経済発展の岐路に立っているのか｡ こ

のことが注目される｡

ベトナムでは､ 独立した競争法は制定されて

おらず､ 起草段階にある｡ したがって､ 競争政

策を担当する機関も存在しない｡ 市場経済化の

過程でどのような競争政策関連の問題が発生し

ているかは不明である｡ 不公正な競争､ 参入制

限などの事例が散発的に明らかにされている程

度である｡ 政策当局者が重点を､ 国有企業の支

配的ポジションを引き下げるところに置いてい

ることから判断して､ 国有企業の競争制限問題

が大きいことが窺える｡

� 関連法規

競争法は制定されていないが､ 競争政策が全

く行われていないわけではなく､ 関連法規とそ

の政策執行を通してカバーされている｡ 例えば､

① ��年５月の国会で制定された ｢商法｣ 第

８条は､ 企業は営利活動において公正で順

法にしたがって競争することと､ 国益に反

する競争行為 (投機､ ダンピング､ 知的財

産権違反など) を禁止することを規定して

いる｡ その他､ 欺瞞的な販売促進活動を禁

止する���条､ 有害な広告を禁止する��条､

などがある｡

② ��年��月に制定された ｢民法｣ の第６部

(知的財産権と技術移転) は知的財産権の

規定をもつ｡

こうした法律・政策は商務省､ 産業省などに

よって担当されている｡ しかし､ これらの法律

もどのように運用されているかは定かではない｡

制定されている法律の内容はもとより､ それを

執行し､ 遵守する風土ないしカルチャーがむし

ろ大きな課題であると言えるだろう｡

� 競争法の起草

ファンヴァンカイ首相は､ これまで折に触れ

て､ ｢ベトナム経済の競争力の強化は国の最優

産研論集 (関西学院大学) ��号 ����.�
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先の１つであり､ そして独立的な当局に支えら

れる競争法は､ ベトナムがグローバル経済に参

加する能力に貢献するであろう｣ (����

[�����]､ �	�) と強調してきた｡ それでは､ 競

争法の制定はどのように進められているであろ

うか｡

現在､ 競争法の起草が進行している｡
９)
その

起草は����年に始まり､ その起草を担当する当

局は商務省であり､ その下に起草委員会 (商務

省副大臣が委員長｡ その他､ 計画投資省､ 財務

省､ 司法省､ 国会司法委員会・経済予算委員会､

商工会議所､ 法曹協会､ 海外貿易大学などの代

表者から構成) が設置されている｡

第８版の草案作成が完了したと言われる

(���
年９月現在｡ ������ [���
])｡ それは

全９章��条から構成されている｡ すなわち､ 第

１章 総則､ 第２章 反競争的協定､ 第３章

支配的・独占的地位の濫用､ 第４章 経済集中､

第５章 不公正競争､ 第６章 競争政策の執行､

第７章 適用除外手続き､ 第８章 違反処理､

第９章 最終規定｡

以上の草案には､ 重要な競争政策上の問題を

含まない中国の現行法・政策とは異なって､ 当

初から他の先進国でカバーされている問題を含

むよう起草されている｡ 具体的には､ カルテル､

合併､ 独占が考慮されている｡ もとより､ ����

年の中国の ｢反独占法｣ 草案ではこれらの問題

は含まれる｡ ベトナムの構成・内容は��ケ国の

競争政策の検討から作成され､ 日本の独占禁止

法もモデルの１つとして作成されたと言われて

いる｡ なぜなら､ ｢大企業や中小企業協同組合

の反競争的な行動をかなり容認してきた日本の

独占禁止法や競争法は､ 持ち株会社に類似した

機能を果す国営総公司や独占的な国営企業の活

動をある程度維持したままで経済発展をもくろ

み､ 独占に伴う弊害を抑えていきたいというベ

トナム側の要望に適合するモデルであると認識

されている｣ (武藤 [����]､ ��頁) からである｡

起草段階で､ とりわけ２つの問題が議論され

た (����[�����])｡ まず１つは､ 競争法の

適用除外を受ける分野と､ それを受けた場合､

適用除外を終了させる時間スケジュールである｡

政府は､ 適用除外の産業リストを決定する｡ し

かし､ 適用除外規定の実施は競争を阻害し､ 国

内企業をむしろ弱体化させ､ ひいては経済を歪

める危険性をもつことを認識しておかなければ

ならない｡ この可能性は､ わが国の ｢産業政策｣

の経験からうかがうことができる｡

第２の問題は､ 競争法の執行当局の在り方で

ある｡ 競争法の執行機関については､ ２つの案

が出されている｡ 新たな省 (｢国家競争委員会｣)

の設置と､ 商務省の中に競争法を執行する局の

新設､ である｡ 特に後者の場合､ 独立性が維持

できるのかどうか､ が問題となろう｡ なぜなら､

商務省は一方で産業の規制・保護を政策として

実施する部局を抱えているからである｡ 基本的

には､ 独立的な権限をもち､ また法律や経済学

の専門知識を有するスタッフをもつ組織が望ま

しいであろう｡

これらはともに海外の専門家から問題視され

たものでもある｡ なお､ 最終草案が����年度後

半に政府に提出され､ ���
年度４月に政府は国

会に提出し､ 同年��月に国会は承認のために議

論を行うことが予定されていたが､ 現段階では

進んではいない｡ しかも､ 国会の承認が得られ

ても､ ｢その施行は����年まで行われる見込み

はない｣ (�[����]) と指摘されている｡ し

たがって､ 経済改革として ｢企業法｣ と ｢競争

法｣ の制定・実施が強調されてきたが､ 後者の

制定は前者に比べると､ ｢遅々として進んでい

ない｣ (�[����])｡

� 今後の課題

ドイモイ政策の開始以降､ 市場経済の基礎法

である民法､ 商法､ また外国投資関連の外国投

資法などの法律が新たに制定されてきた｡ しか

し､ 以前の中央計画経済体制の影響を受けた法

思想が残っており､ 市場経済を支える法律は円

滑に施行されていない｡
��)
一般に､ この国の司

法・規制制度は､ 複雑､ 曖昧､ 矛盾､ 恣意性を
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含んでいると言われる｡ こうした危険性は､ ま

た競争法にも当てはまる｡ 例えば､ 競争法案の

もつ大きな問題の１つは､ 法律関係者自身

(������[����]) も認めるように､ 国有企業

独占との関係である｡ 競争法の制定・実施は､

これまで補助と保護を受け､ 競争力をもたない

これらの国有企業に大きな影響を与える可能性

を配慮していると言われる｡

また､ 競争法が制定されても､ それを尊重す

る行政当局､ 裁判所､ 企業､ そしてまた消費者

(国民) がいなければ､ 競争的市場経済は実現

されないであろう｡ その意味で､ ｢競争カル

チャー｣ の定着が不可欠である｡ 事実､ この問

題が最大の障害となっていることが指摘されて

いる｡

競争カルチャーの定着にはもとより教育が不

可欠であるが､ あわせて民間企業の活動の増大

が競争カルチャ－教育のための一種の	
�と

して並行して有意義であろう｡ また､ 民間部門

の発展は､ 今日求められている国有企業の再編

成・改革の１つとしての民営化にも繋がるであ

ろう｡ あるいは､ 民間企業の発展と競争カルチャー

は､ 国有企業と民間企業のイコール・フッティ

ングの重要性を認識させることによって国有企

業の改革､ すなわち国有企業の効率的経営にも

結びつくであろう｡ 民間企業の参入と成長を支

える法整備とその実効ある施行が求められる｡

かくして､ 市場経済化を有効に進めるために

は､ 十分な競争法・政策が不可欠であり､ そし

てそれを支える関連する法整備､ 競争カルチャー

の教育､ そして完全民間企業の育成が求められ

る｡ こうした課題は､ 発展途上国あるいは移行

経済国に共通するものであるかもしれない｡ 例

えば､ アルゼンチンは､ 日本 (���年制定) よ

りもはるかに早く��年に競争法を制定し､ 最

も早く競争法をもった国の１つである｡ しかし､

その執行が有効に行われたことはほとんどなかっ

たと言われている (�����������[����]�

���)｡ なぜなら､ その経済は国家によって強く

計画され所有されてきたからである｡ その結果､

アルゼンチンはかつて先進国の１つであったが､

非効率な経済運営が続き今日では経済的困窮に

喘ぐ国の１つになっている｡ したがって､ 経済

の自由化・民営化､ 規制緩和が並行して実施さ

れなければ､ 競争政策は有効に執行されないで

あろう｡

中国とベトナムは､ ともに社会主義市場経済

を目指している｡ すなわち､ 両国はともに開放

政策を実施しており､ そして多くの ｢歴史的類

似性｣ (����[�����]) をもちながら改革の

過程にある｡ 両国の最も重要な変化は､ 大きな

経済成長と民間部門の急速な成長である｡ この

ことは､ ｢健全で競争的な民間部門は共産党の

リーダーシップの下で発展することができる｣

(����[�����]) ことを示唆していると評価

されている｡ しかし､ 現行の社会政治体制のま

まで今後も発展を進められるかどうかは必ずし

も定かではない｡

経済改革が進んでいることは疑問の余地が

ないが､ 改革をさらに加速させるためには競争

法が必要である｡ 国連開発計画 (����

[�����]) は､ ｢競争法は経済改革を加速させ

るカギ｣ と指摘しているが､ その指摘に市場経

済化と競争政策についての本質が示されてい

る｡
��)

両国の競争政策に関連して､ ２つの点が注目

される｡ １つは共通する課題である｡ もう１つ

は､ ベトナムが中国の経験から学ぶ教訓である｡

なぜなら､ 中国はベトナムに比べて��年ほど早

く市場経済化に着手し､ そしてまた不完全とは

いえ競争政策に関連する法律をもっているから

である｡

まず第１に､ 共通する課題としては､ 体系的

な競争法の制定の問題である｡ 両国とも起草段

階にあり､ その法律が発効していない｡ もう１

つは､ 改革以前の思想､ 制度､ 政策が依然とし

て市場競争に陰を落としていることである｡ 国
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有企業と ｢行政的独占｣ はその典型である｡ ま

た､ 市場構造面では､ 支配的企業､ 特に国有の

支配的企業が大きなプレゼンスをもっており､

このことは共通の競争政策問題を提起している｡

この具体例は､ 上記のように､ ベトナムを取り

上げると､ 通信､ セメント､ モーターバイク､

砂糖などに見られる｡ さらに､ 競争カルチャー

を育む努力もまた必要であろう｡

第２に､ 中国の経験からのレッスンとして､

中国は競争政策について段階的な接近をとって

いるために､ その競争法・政策は現時点では不

完全である｡ 競争政策上の問題が顕在化してい

ることが言われていることから､ できる限り早

く体系的な競争法の制定が必要であろう｡ した

がって､ ベトナムは､ 中国の経験から､ 最初か

ら体系的な競争法を制定すべきであろう｡ 整備

された競争法は､ 市場経済の有効な機能に不可

欠であるからである｡ そのさい留意すべきは､

自国のこれまでの経験､ 中国の経験などを活か

すためには､ 思想､ 政策､ 制度のフレキシビリ

ティが不可欠であることである｡ このフレキシ

ビリティは競争カルチャーと関連している｡

かくして､ 移行経済が直面する競争政策上の

課題は､ 体系的な競争法の整備と実効ある執行､

行政的独占の排除､ 非集中的な市場構造の形成､

国有企業の改革 (特に支配的企業の分割民営化､

民間企業との競争条件の均等化)､ そして競争

カルチャー (自由にビジネス・チャンスに挑戦

し､ また企業､ 行政､ 国民全てが競争ルールを

遵守) の定着､ などである｡ また､ ����

(����	
�
���[����]) は､ 競争政策の原則

として包括性 (�����
�
��	�
�
��広範な経

済活動に適用)､ 透明性 (��������
���)､ ア

カウンタビリティ (���������	�	��)､ 非差別

性 (����	���	�	���	��全ての経済主体に適

用) を求めているが､ それらの原則は両国の政

策にももとより適用されなければならない｡

上で指摘したように､ 移行経済の経済改革を

加速させるカギと見なされているのが競争政策

の整備・強化である｡ 確かに､ ���[����]､

����
�[����] は､ 経済発展 (一人当たり

���) が競争の強さ､ 競争政策の有効度､ 貿

易自由化度､ 企業活動の非集中化度と､ それぞ

れ正の有意な相関をもつことを指摘し (中国と

ベトナムも含まれる､ 低中位の一人当たり

���をもつ諸国の間でも)､ 経済発展には活発

な競争と有効な競争政策が不可欠であることを

裏付けている｡ また､ ��������� �	��	��	

[����] も､ 東欧の移行経済を対象に分析し､

競争政策の有効性を実証している｡

十分な競争法の下で行われる､ 民間部門の自

由で競争的な活動は経済発展の原動力である｡

なぜなら､ 自由で公正な競争が展開される下で

は､ 民間企業の創意工夫 (革新) の余地が拡大

し､ そしてさらに競争を刺激するからである｡

すなわち､ 競争と革新のスパイラル・メカニズ

ムが働き､ そしてこのメカニズムが経済発展に

つながるからである｡ 事実､ 上で指摘したよう

に､ 中国の経済発展の歩みは､ 特に!"#�年代後

半頃より､ 民間企業 (私有企業､ 外資系企業)

アジア移行経済の競争政策
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６ 移行経済における企業家精神､ 競争および

経済発展

－結びに代えて－

図１ 競争・革新プロセスと経済発展

企業制度の整備

企業の戦略能力・誘因

企業家的行動 革新 付加価値 ……… 経済発展

競争的市場条件 競争

競争政策の整備



が経済発展の先導役を果たし､ しかも従来のよ

うに単なる生産の量的拡大ではなく､ 革新を伴

いながら行動していることを示唆している｡

以上の関係は図１に要約される｡ 一般に､ 十

分な企業制度や競争政策の下では､ 民間企業は

競争的市場条件と結びついて企業家精神を発揮

しようとし､ その結果革新を誘引する｡ 革新は

多くの産業で付加価値を生み､ また新たな革新

を誘引し､ ひいては経済発展につながる｡ 特に

移行経済では､ 市場経済化には企業家精神と競

争が基軸概念であろう｡

かくして､ 経済発展､ それを可能にする企業､

特に民間企業の企業家精神と革新､ そしてさら

に企業家精神と革新を支える競争が移行経済の

キーワードである｡ その対極に､ 上で指摘した

競争や革新を妨げる要因､ 例えば行政的独占､

支配的地位､ 参入障壁､ 成長障壁 (産業内移動

障壁) などが存在する｡ ���������[	


] の

表現を借りれば､ 上記の企業家精神､ 競争､ 成

長障壁などの用語は ｢移行経済の競争政策のた

めの重要な組織化概念｣ (����) である｡

経済発展のために競争政策が不可欠であるが､

競争政策のためには､ 体系的な競争法の整備の

みならず関連する法の整備も不可欠である｡ な

ぜなら､ 洋の東西を問わず､ 他の法律や政策が

競争政策と整合的ではないことがしばしば見ら

れるからである｡ また､ 今日､ こうしたフレー

ムワークの中で､ 先進国と同様に､ 移行経済や

発展途上国においても企業家精神と競争を支え

る主体として中小企業の役割が注目されている｡

中国､ ベトナムについても例外ではない｡
�	)

競争政策の整備・強化は､ ｢移行経済諸国へ

の技術移転を速やかに促進する産業組織｣ の形

成に寄与するものである｡ なぜなら､ 自由で公

正な競争が展開される市場では､ 企業は必要な

技術そして技術情報に困難なくアクセスするこ

とができ､ 既存技術の改良､ 新技術の導入､ 近

代的経営方法の導入､ 労働者の技量の向上など－

すなわち､ ｢技術移転｣ －を図る誘因をもち､

またそうした努力を行うことができるからであ

る｡ 例えば､ 競争的市場の下で外資系企業の参

入を促進する政策は資本の不足を補うのみなら

ず､ そうした技術移転を図るのに重要であろう｡

また､ 国有企業と民間企業が併存する市場構造

の場合でも､ 自由で公正な競争は､ 民間企業は

もとより国有企業にも経営の効率化を強制し､

国有企業の改革をもたらすであろう｡ 中国とベ

トナム両国では､ 国有企業の完全民営化ととも

に､ こうした国有企業の経営改革も重要であろ

う｡

同時に､ 両国の競争政策の整備には､ 多くの

外国からの協力が見られ､ わが国ももとよりい

ろいろな形で協力を行ってきたことにも留意す

べきであろう｡ 具体的に､ 公正取引委員会は､

国内外でのいろいろな機会を通して発展途上国､

移行経済諸国の競争政策の整備に積極的に協力

してきた｡ こうした政策的支援も､ ある意味で

は､ 今日求められている ｢移行経済への技術移

転｣ の一種と理解することができる｡ 最後にこ

のことを強調しておこう｡

注

＊本稿の作成には多くの方の協力が不可欠であった｡

特に､ 長年にわたり､ 発展途上国､ 移行経済諸国を

対象にした､ 公正取引委員会企画／����・公正取引

協会主催の ｢独占禁止法と競争政策｣ 研修コースに

講師として参加したときに､ 中国､ ベトナムの出席

者から入手した資料､ 情報が最も重要である｡ また､

����会議 (バンコク) での両国の報告､ 出席者と

の議論も劣らず重要であった｡ 移行経済における経

済発展と競争政策に関心をもつ機会を与えていただ

いた､ 公正取引委員会､ 公正取引協会､ 国際協力機

構 (����) に感謝申し上げる｡ また､ 鈴木恭蔵教授

(東海大学)､ 井口泰教授 (関西学院大学) より有益

なコメント・助言を受けた｡ ここに記して謝意を申

し上げる｡

なお､ 本稿は､ 	

�年度関西学院大学共同研究

｢アジア移行経済の産業組織と技術移転－中国とベト

ナム－｣ から派生した研究成果の１つでもあること

を付記する｡

１) 中国の改革については､ 伊藤 [����]､ 加藤

[	

�]､ 小林 [	


]､ 丸川 [	


] などが詳し

い｡

産研論集 (関西学院大学) ��号 ����.�
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２) 主要な消費財産業の最近の集中度・シェアが王

新新 [����] に掲載されている｡ また､ ����年

代の中国の産業組織については､ 謝・土井

[����]､ 謝 [����]､ 江 [����] などを参照｡

３) 中国の行政的独占についての考え方を知る上で､

邦語文献として朴 [����]､ 王 [������	] が有

益｡

４) 例えば���
年は､ ����������������������

���������������������������
�����(他は､ �


を��､ ��に書き換える)｡ また､ 細田 [����] 参

照｡

５) カルテルの事例は､ ����年の !"�／!#!会議

(バンコク) で配布された資料 (�����	��

$���氏作成)､ 王 [������	] などによる｡

６) ベトナムの経済改革については､ 石川・原

[����]､ 石田 [����]､ 武藤 [����] などを参照｡

なお､ 以下の数字は､ 特に明記しないときはベ

トナム政策当局者の提供資料による｡

７) ベトナムでは､ 中小企業は､ 資本金��万ベトナ

ム・ドン (約%�万米国ドル)､ 従業員���人未満､

と定義されている｡ ベトナムの中小企業につい

ては､ &��'��[����]､ (������������[����]

が有用である｡

８) ������������	
� )������������%による｡

９) 起草段階についての内容は､ *+� ､ ����､ 『独

占禁止法と競争政策コース カントリーレポー

ト』 (&����,��-)��氏作成) による｡

��) ベトナムの法律の施行における問題については､

武藤 [����] が詳しい｡ ここでの記述はこれに

よる｡ また､ &��'��[����] 参照｡

��) 東欧の移行経済における競争政策については､

���. [����] が詳しく､ またその効果について

は /)�0���1����������[����] が興味深い｡

移行経済諸国間の比較が興味深い｡ これは残さ

れた課題の１つである｡

��) 中国の中小企業については､ &��'��[����] を

参照｡
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